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研究成果の概要（和文）：　本研究では、広告コミュニケーションの受容に関わる消費者の広告に対するリテラ
シー（メタ認知的知識）を考慮に入れた広告効果モデルの構築を目指した。具体的には、米国等で議論が重ねら
れてきた説得知識モデルに着目し、これらの考え方を既存の広告効果モデル（情緒型モデル）に取り入れた拡張
を検討した。
　説得知識概念の尺度開発を行い得られた簡易的尺度を用いて実施した国内調査からは、国内消費者の説得知識
の得点が明らかになった。その上で、説得知識概念を取り入れた広告効果モデルの構築を行った。その結果、消
費者の広告への懐疑意識が広告態度を通じてブランド態度、購入意向に与える影響と今後の課題が明らかになっ
た。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to expand previous advertising effectiveness 
model considering consumers' Persuasion Knowledge. Persuasion Knowledge is the concept concerning 
metacognitive knowledge toward persuasive communications that many researchers have been disscussed 
since 1990s.
After conceptual examination and attempt for scale depelopment, several national internet surveys in
 Japan have been conducted. The scores of consumers' skepticism toward advertising(SKEP) were 
reported. SKEP influenced attitudes toward the advertiment, attitudes toward the brand, and 
indirectly purchase intentions.
Several limitations including the difficulty of measuremnt for Persuasion Knowledge became obvious 
and implications for further studies were suggested.

研究分野：広告

キーワード： 広告
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 今日の消費者は、企業のマーケティング行
為の意図を見抜き広告等と自己との関係性
を俯瞰的に見ることのできる高度な情報リ
テラシーを有しているといわれる。筆者はそ
の能力を、マーケティング・コミュニケーシ
ョン関係に対する消費者のメタ認知的知識
として位置付け、我が国消費者のメタ認知的
知識の現状を明らかにするとともに、広告効
果モデルに組み込むことが重要であると考
えてきた。広告・マーケティング・コミュニ
ケーション研究や消費者行動研究では長ら
く、消費者を主体的で能動的な存在として捉
える視点が強調され、近年では産学双方で
「アクティブ・コンシューマー」という用語
も広く知られている。広告効果研究では、90 
年代半ば以後、広告メディアやビークルの信
憑性、企業等への一般的(当該広告に表現され
ていない)信頼性、広告主の消費者志向の知覚、
マーケティング一般への態度、広告一般への
懐 疑 意 識 ( 広 告 懐 疑 )(Obermiller and 
Spangenberg 1998など)といった、広告表現
に留まらない広告活動そのものへの消費者
の知覚が考慮されるようになってきた。筆者
は我が国消費者の広告懐疑を取り扱った研
究 (五十嵐  2009a;2009b;2012a;2013) や今
日的な広告効果モデルを検討する研究(石崎
ほか 2011)を行ってきたが、今日の消費者の
情報リテラシーの程度を考慮に含めた広告
効果モデルの開発が求められると考えるに
至った。 
そこで着目したのが  Friestad and 

Wright(1994)などで議論されている説得知
識モデル(Persuasion Knowledge Model)に 
関する一連の理論(以後 PK 理論)である。
PK 理論では企業等の説得意図などに対する
消費者の知識を概念化し、マーケティング・
コミュニケーション関係を消費者自身が操
作するためのメタ認知的知識と位置付けて
いる。その測定例や先行要因・結果要因の検
討は米国では蓄積が重ねられてきたが、我が
国では Boush, Friestad, and Wright(2009)
の訳書(安藤・今井監訳 2011) が啓発的であ
るものの本格的研究成果は乏しいと見られ
たのが研究開始時の状況であった。  
 
２．研究の目的 
 そこで本研究では、PK 理論の枠組みを適
用して日本の消費者の説得知識の実態を明
らかにし、消費者の説得知識を考慮した広告
効果モデルの構築を試みることを目的とし
た。日本版説得知識尺度を開発し、これを用
いた広告効果モデルの構築を行う、加えて、
地域間比較の視点で国内複数地域の消費者 
の説得知識を測定し消費者のマーケティン
グ・コミュニケーション情報に対するリテラ
シーの現状を報告するとともに、都市部地方
部ともに適用可能性の高い、情報リテラシー
の程度を考慮した広告効果モデルを提案す
ることを目指した。 

３．研究の方法 
 本研究では一連の研究を３段階のステッ
プで構想し進めてきた。 
第１ステップは、文献研究を通じて概念的 
考察を深めた上で日本版説得知識尺度の開
発を行うことであった。そして尺度の経験的
検証を行い信頼性と妥当性を高めることで
あった。 
第２ステップは、開発した日本版説得知識
尺度を活用して説得知識と周辺概念との関
係を探るとともに、説得知識を組み込んだ 
広告効果モデルの開発に取り組むことであ
った。インターネット調査でデータを取得し、
論理的仮説に基づいて構造方程式モデリン
グによる検証を行うというものであった。 
第３ステップでは、説得知識を組み込んだ
広告効果モデルを首都圏、福岡都市圏、長崎
県をはじめとする地方部とみられるエリア
の 3エリアのデータで経験的に検証するとと
もに、多母集団同時分析で地域間比較を行う
ことであった。 
これらの３段階ステップによる進め方は
研究過程でやや修正を迫られることとなっ
たが、当初取り組もうとしていた内容はおお
むねカバーすることができた。 
 
４．研究成果 
 本研究では、主に次の４点において一定の
知見を得ることができた。 
 
(1)日本における説得知識概念の基礎報告 
本研究の初期の成果として、説得知識モデ
ルや本研究課題に関する先行研究のレビュ
ーを行い概念的考察や予備的調査をまとめ
て論文として報告した(雑誌論文④：五十嵐
2015b)。そこでは、主に海外で展開されてい
る説得知識モデルへの概念的指摘、日本の広
告効果研究の（当時の）到達点、先行研究の
簡易的尺度を用いた日本国内消費者の説得
知識の探索的調査を行った結果を報告した。
日本においてはそれまでほとんど議論され
てこなかった説得知識概念に関する論考の
基礎的なものの一つとして貢献があると考
えている。特に、説得知識の先行要因と結果
要因とを整理したこと、そしてその後の研究
に続く仮説的なモデルを提示できたことに
は研究の潮流上の意義があると考えている。
また、Bearden, Hardesty and Rose(2001)
の尺度を援用して行った日本国内調査から
は、この尺度が日本においてもある程度は活
用できるとみられるものの、説得知識の測定
においてより精度の高い尺度が求められる
ことがわかった。なお、この調査の結果から
は、日本の消費者の説得知識は主要なデモグ
ラフィック属性別の比較において有意な違
いはほとんど見いだされなかった。ただ、後
の調査の企画実施や考察に対する示唆を得
ることができた。 
 
(2)日本の消費者の広告一般のとらえ方 



本研究の過程では、当初の研究目的に関連
して、日本の消費者が「広告」というものを
どのようにとらえているか（広告の定義的な
認識、広告一般への態度や信念）を調べる必
要性が強く感じられていた。そこで、本研究
の一環として、説得知識の尺度開発と合わせ
て、日本の消費者の広告一般への態度につい
て調査・考察を重ね報告を行った（学会発表
③：五十嵐 2014; 雑誌論文③：五十嵐 2015a; 
雑誌論文②：五十嵐 2017）。 
 五十嵐(2015a)では、全国の幅広い消費者の
自由回答を分析することで、消費者一般の広
告へのとらえ方が媒体別広告分類の視点か
らなされること、そしてそこには性別や年代
別、居住地域別で異なるとらえ方が見られる
ことを明らかにした。インターネット広告は
すでに幅広い層にわたり存在感を持ってい
ることが確認されたが、30代よりも若い年代
層で「ケータイ」を通じたインターネット広
告が相対的に存在感を持っている可能性が
示唆されるに至った。そこで五十嵐(2017)で
は改めて調査を行った結果を報告した。そこ
では 34 歳以下の年代層ではスマートフォン
でのHP 上の広告が調査 18媒体中、テレビ、
折込みチラシに次いで 3番目の存在感を持つ
ことが明らかになった。さらに 34 歳以下の
若年層のなかでも 16-22歳の若い消費者では
23-34 歳の消費者よりスマホ上の広告が存在
感を持っていることが明らかになった。 
 五十嵐(2017)では、説得知識と関連する、
消費者の広告一般への態度や関与、広告懐疑
や広告一般への具体的な信念についても基
礎的な調査結果を報告した。女性のほうが男
性よりも広告一般を評価する態度や信念を
持ち、関与が高かった。それに対して、男性
のほうが女性よりも広告懐疑の程度が高い
ことが示された。 
 なお、これに関連して、五十嵐(2016)(学会
発表②)は通信販売一般への消費者の態度と
信念について報告している。通信販売業界の
実務者たちは長年にわたって通信販売一般
へのいわゆる信用を高めるために腐心して
きた。調査の結果、近年では通信販売一般に
は消費者からある程度の好意的態度が得ら
れていることが確認され、さらなる向上のた
めの具体的な示唆が得られた。 
 
(3)説得知識を測定する尺度の開発 
 本研究では、当初から、Friestad and 
Wright(1994)で指摘されている説得知識概
念の３つの下位次元を踏まえた包括的な説
得知識尺度を開発する必要性を感じ、研究を
行ってきた。説得知識の測定については先行
研究でもその必要性が指摘されてきた(例え
ば、Campbell and Kirmani 2008)。 
 本研究では日本版説得知識尺度の開発に
向けて概念的精査、先行研究からの項目収集、
消費者の自由連想コメントの収集(2014.7)、
項目の集約と信頼性・妥当性の検証(2016.2, 
2016.5)といった試みを重ねてきた。そして、

オリジナルの説得知識モデルが示す実行者
知識と市場説得知識の次元を含む 4 因子 12
項目の尺度案を関連学会で報告し近しい研
究者からのコメントを問うに至った(学会発
表①：五十嵐 2017)。そして、そこで受けた
指摘を踏まえてさらなる精査に取り組んで
いたが、結果として、十分なクオリティを持
つ安定した説得知識尺度を確立するには至
らなかった。その理由として考えられること
は、①Friestad and Wright(1994)の説得知識
モデルはあくまでも概念モデルで複数の相
反するまたは関連性の乏しい概念を内包す
るため何らかの方向性を持つ尺度としてそ
れを再現することは望ましくないこと、②説
得知識は消費者が広告に接触した時にはじ
めて活性化されるもの（状況的な性質）であ
り態度や信念のような個人において安定し
た性質（属性的な性質）が強いものではない
ため質問紙調査で測定を行うことは非常に
難しいこと、というものである。したがって、
本研究では、最終的に、説得知識の測定にあ
る程度簡易的な代替指標を用いることとし
て、広告効果モデルへと組み込むこととした。 
 
(4)説得知識の広告効果モデルへの組み込み 
 広告効果モデル研究においては、消費者が
自らと広告主との間で行われるコミュニケ
ーションを、メタ認知的知識を用いて俯瞰的
にとらえ統制するような図式を想定してい
る目立った成果は見られてこなかった。しか
しながら、近年ではわが国においても水野
(2014)や須永(2014)なメタ認知の視点に着目
する指摘が現れてきている。本研究はこうし
た指摘に示唆を得て、既存の広告効果モデル
の拡張を図った。 
 ベースとなる広告効果モデルを、広告態度
→ブランド態度→購入意向の図式をとる情
緒型モデルとし、それらの変数に消費者の説
得知識が与える影響を実証的に明らかにす
ることを目指した。2018 年 2 月にインター
ネット調査会社のモニターを対象としてプ
リテストを行い簡易的指標による説得知識
の測定に一定の確認を得て、同月に異なる調
査会社のモニターを対象として本調査を行
った。分析手法は、AMOSを用いた構造方程
式モデリングを用いた。 
 その結果、本調査では説得知識の広告態度
への影響は一般的な水準で統計的に有意と
される十分な大きさでは見られず、詳細な分
析を行った結果、説得への対処能力に自信
（対処自信）を持つ消費者に限り、広告主の
説得動機を疑わしく思う（広告主への懐疑意
識）と、接触した広告への態度と広告に掲載
されているブランドへの態度にネガティブ
な影響が明らかになることが確認された。し
かしながら、その直接的な影響はごく小さい
程度に留まるものであった。 
そこでこの結果から、分析の着眼点を説得
知識概念の内包する要素として議論される
こともある広告懐疑（広告一般への消費者の



懐疑意識）に絞り込み、あらためて分析を行
った。 
その結果、消費者の広告懐疑は広告態度に
有意に負の影響を与え、広告態度を通じてブ
ランド態度や購入意向に対してもある程度
の大きさの影響を与えることが確認された。
消費者の対処自信を変数とした多母集団同
時分析の結果からは、対処自信の高い人のほ
うが対処自信の低い人よりも広告懐疑が広
告態度に与える負の影響が有意に大きいこ
とがわかった。これらの詳しい結果は論文と
して投稿済であり、近く公刊される予定であ
る（雑誌論文①：五十嵐 2018）。 
 一連の本研究の問題意識の中には、日本国
内でも地域によって消費者の説得知識や広
告への向き合い方に違いがあるのではない
か、という疑問があった。説得知識の簡易的
測定における広告主への懐疑意識について
は、首都圏、福岡圏、長崎県ほかの３エリア
について明確な違いが見られなかった。対処
自信については長崎県ほかの地方部エリア
の消費者が他の２エリアよりも若干ながら
その程度が低い様子がみられた。ただし、そ
れらの広告効果への影響をエリア別に検討
してみたところ、顕著な違いといえるまでの
特徴は見いだされなかった。広告懐疑につい
ても３エリアでの統計的に有意といえる違
いは見られなかった。 
 
本研究のまとめと今後の課題 
 本研究は、PK 理論の枠組みを適用して日
本の消費者の説得知識の実態を明らかにし、
説得知識を考慮した広告効果モデルの構築
を試みることを目的とした。日本版説得知識
尺度を開発し、これを用いた広告効果モデル
の構築を行う。加えて、地域間比較の視点で
国内複数地域の消費者の説得知識を測定し
消費者のマーケティング・コミュニケーショ
ン情報に対するリテラシーの現状を報告す
るとともに、都市部地方部ともに適用可能性
の高い、情報リテラシーの程度を考慮した広
告効果モデルを提案することを目指した。 
 その結果、日本では議論がほとんど行われ
てこなかった説得知識モデル（や関連概念）
を取り扱った論考を論文や学会発表として
若干数報告し、説得知識や広告懐疑といった
消費者のマーケティング・コミュニケーショ
ン情報に対するリテラシーと見なすことの
できる要因についてその実態を報告するこ
とができた。また、広告懐疑を変数として含
め、消費者の対処自信を考慮に入れた広告効
果モデルを報告する段階に至り、ある程度の
成果は得られたものと考えている。 
しかしながら、PK 理論を取り扱い経験的
なアプローチでの研究を進めていくなかで
明らかになった課題は小さくない。一連の本
研究では当初、日本版説得知識尺度としてオ
リジナルモデルの要素を包括した、質問紙調
査で汎用的に用いることのできる測定尺度
の開発を企図していた。だが、概念精査や複

数の尺度開発調査に取り組むなかで、状況的
説得知識(Ham, Nelson and Das 2015)の再
現の問題に直面することとなり、質問紙で用
いることのできる説得知識の測定尺度には
先行研究で得られている水準のものを上回
る成果を得るまでに至らなかった。 
 また、日本国内での広告に対処する消費者
のリテラシーの地域間比較についても繰り
返し検討を行ってきたが、明確な地域差を指
摘しうる知見を得るまでには至らなかった。
ただ、一律的に議論されがちな、広告をとら
え対処する消費者の見方やスキルに、消費者
によって異なる様相が含められていること
を示唆することはでき、特に、消費者の年代
（もしくは世代か）による違いがある可能性
を指摘したことはわずかながらの意義もあ
ると思われる。本研究では統計的に十分とは
いえず誤差と見なされるような小さな違い
を、今後の日本の消費者の変化の小さな兆し
ととらえることが許されるならば、そこには
将来的に重要とされるような研究テーマが
現れるかもしれない。 
 今後の課題はさまざまに挙げられるが、こ
こでは主に２点を挙げておきたい。第１は、
本研究で得た消費者データを見直し、有意義
な知見が得られないかを検討し直すことで
ある。本研究では国民の税金で措置されてい
る助成金によって、日本全国規模での消費者
データを取得した。このデータは貴重なもの
である。当然ながら調査計画時点で目的に合
わせて調査の仕様や内容を絞り込んでいる
ために制約は存在しているが、本研究で得た
データを学術研究の成果に結びつけるべく
有効に活かす試みはもう少し検討してみた
い。 
 第２は、説得知識の測定に関わるさらなる
探求である。広告に直面した消費者が自らの
持つ知識を活性化させて広告に対処する仕
組みを明らかにするためには、消費者が広告
に接触する個別シーンの観察や分析をより
詳細に行う必要があるだろう。一消費者のわ
ずかな心の動きをとらえモデル化するため
には個別のシーンを分析した事例を蓄積す
ることから、モデル化の根拠に足るだけの十
分なデータとしていく研究遂行上の工夫を
検討する必要があるだろう。 
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